
　

【 商 品 概 要 説 明 書 】

 法人及び個人事業者のお客様で  法人及び個人事業者のお客様で

 以下①～③のいずれかの要件を  以下①～②のいずれかの要件を

 満たす方  満たす方

①地域資源を活用した事業活動 ①成長基盤の強化に資する分野
　(注1)に取り組む方 　に取り組む方
②事業規模の拡大や経営の効率 ②設備・人材投資に積極的に取
　化を図るための設備投資を行 　り組んでいる者と認められる
　う方 　税の特例(注３)を受けている方
③雇用の安定化(注2)を図る方

●ご融資対象者①及び②の場合、

　設備資金及び付随する運転資金

●ご融資対象者③の場合、運転資金

●ご融資対象者②の場合、運転資金

●元金均等毎月返済
　（お利息は先払いまたは後払いとなります）

●元利均等毎月返済
　（お利息は後払いとなります）

(注1)地域資源を活用した事業活動とは、地域の特産品・資源の活用による「ふるさと名物商品」の開発・販売、事業拡大等による

　商店街の空き店舗の利用や魅力ある店舗づくり等を行うことです。

(注2)雇用の安定化とは、「常用雇用者が1名以上増加していること」または「常用雇用者に対する賃金が前年比で増加しているこ

　と」とします。なお常用雇用者の要件は、「期間の定めのない雇用か、又は1か月を超える期間を定めて雇用し、契約更新の定め

　があること」かつ「1週間の所定労働時間が30時間以上あること」とします。

(注3)税の特例とは、税の特例（特定の事業のみを対象とするものを除く。）に関する法律の規定のうち、事業の用に供する設備の

　取得等もしくは試験研究の実施を要件とするもの、または、雇用者への給与等支給額の増加を要件とするものの適用を受けてい

　ることとします。

(注4)成長分野とは、地域の活性化につながり、今後の成長が期待される以下の18分野です。

　①研究開発②起業③事業再編④アジア諸国等における投資・事業展開⑤大学・研究機関における科学・技術研究⑥社会インフラ

　整備・高度化⑦環境・エネルギー事業⑧資源確保・開発事業⑨医療・介護・健康関連事業⑩高齢者向け事業⑪コンテンツ・クリ

　エイティブ事業⑫観光事業⑬地域再生・都市再生事業⑭農林水産業、農商工連携事業⑮住宅ストック化支援事業⑯防災対策事業

　⑰雇用支援・人材育成事業⑱保育・育児事業

取 扱 店

担 当 者
ホームページアドレス

http://www.niigata-kenshin.co.jp/ 電話番号
検索

必要書類

返済条件
変更手数料

　個別にご相談させていただきます。

　金利引下げ、融資期間の延長・短縮（一部繰上返済による場合を除く）、返済日、
　返済方法の変更をする場合は5,000円（税別）必要となります。

新潟けんしん

金利情報の
入手方法 　金利については窓口でお問い合わせください。

◎詳しくは、取扱店窓口・営業担当にお問合せ

　ください。

◎ご返済の試算につきましては、最寄りの支店

　窓口にお尋ねください。

◎ご契約につきましては、所定の審査があり、

　ご希望に添えない場合がありますのでご了承

　ください。　　　　　

ご返済
方法

　元金均等毎月返済
（お利息は先払いとなります）

担　　　保 個別にご相談させていただきます。

連帯保証人 ＊信用保証協会の保証をご利用いただく場合は所定の保証料が必要となります。

ご融資
対象者

新潟県内で事業を営む
法人及び個人事業者のお客様

お使いみち
　運転資金、設備資金、
　他金融機関からの借換資金

●ご融資対象者①の場合、成長分

 　野(注4)に該当し、成長基盤の

　 強化に資する事業に必要な運転

　 資金・設備資金

　・設備資金

けんしん地域活性化支援資金
事業資金としてご利用いただけます。

お気軽にご相談ください。

地方創生枠 地域支援枠Ⅱ 成長分野枠

1先あたり2,000万円以内 1件あたり1,000万円以上

ご融資
形態

証書貸付

ご融資
金額

ご融資
期間 7年以内（１年以内の据置期間含む）

1年以上
（個別にご相談させていただきます）

●当組合所定の利率を適用させていただき
ます（変動金利または固定金利）。
●金利変動の基準（変動金利の場合）
　借入後の利率は、基準金利（短期プライ
ムレートに連動して決定される当組合所定
の金利）の変更に伴い、その変動幅と同じ
幅だけ引き下げ、または引き上げられま
す。新利率は基準金利変更日の翌日の約定
返済分から適用します。

ご融資
利率

●当組合所定の利率を適用させていただきます（変動金利）。
●金利変動の基準
　借入後の利率は、基準金利（短期プライムレートに連動して決定される
当組合所定の金利）の変更に伴い、その変動幅と同じ幅だけ引き下げ、ま
たは引き上げられます。新利率は基準金利変更日の翌日の約定返済分から
適用します。

(平成30年3月30日現在）　　


